
令和４年度 第２回松本市公契約条例検討委員会 次第 

 

 

 

 

 

１ 開会 

 

２ 委員長あいさつ 

 

３ 議事 

⑴ 賃金条項に関する意見及びその背景にある考え方について 

 

⑵ 意見集約（条例の必要性・方向性） 

   

⑶ その他（今後の進め方等） 

 

４ 閉会 

 

 

 

【今後の日程（日程は今後調整）】・・・以下の日程のうち、５回の開催を予定 

 開催候補日 時間 場所 

３ 令和４年７月１５日（金） 午後１時３０分～ 第２応接室【本庁舎４階】 

４ ９月２０日（火） 午後１時３０分～ 第１応接室【本庁舎３階】 

５ １０月１４日（金） 午後１時３０分～ 第２応接室【本庁舎４階】 

６ １１月１４日（月） 午後１時３０分～ 第２応接室【本庁舎４階】 

７ １２月１９日（月） 午後１時３０分～ 第２応接室【本庁舎４階】 

８ 令和５年１月２０日（金） 午後１時３０分～ 第２応接室【本庁舎４階】 

９ ２月１７日（金） 午後１時３０分～ 第１応接室【本庁舎３階】 

10 ３月２２日（水） 午後１時３０分～ 第２応接室【本庁舎４階】 

 

 

令和４年６月２０日（月） 

午後１時３０分～ 

第二応接室 



年度別制定状況及び賃金型の適用範囲（令和４年４月現在） 

年度 【賃金型】  

※網掛けは、「労務台帳」 ではなく、 「労働環境報告書」 を提出 

年度 【理念型】 

※網掛けは、「労働環境報告書」 の提出あり（一定金額以上） 

Ｈ20       Ｈ20 山形県         

Ｈ21 野田市      Ｈ21          

Ｈ22       Ｈ22 江戸川区         

Ｈ23 川崎市 多摩市     Ｈ23          

Ｈ24 渋谷区 国分寺市 相模原市    Ｈ24          

Ｈ25 厚木市      Ｈ25 前橋市         

Ｈ26 千代田区 足立区 直方市 三木市   Ｈ26 長野県 秋田市 四日市市       

Ｈ27 世田谷区 草加市 我孫子市 加西市 加東市 高知市 Ｈ27 奈良県 岐阜県 大和郡山市 京都市      

Ｈ28 豊橋市      Ｈ28 岩手県 愛知県 尼崎市 旭川市 大垣市 加賀市 丸亀市 湯浅町  

Ｈ29 越谷市      Ｈ29 郡山市 碧南市        

Ｈ30 目黒区 日野市 豊川市    Ｈ30 沖縄県 花巻市 尾張旭市 由利本庄市 津市 高山市 向日市 大府市 丹波篠山市 

Ｒ元 新宿区      Ｒ元 高知市 田原市 北上市 庄原市 豊明市     

Ｒ２       Ｒ２ 静岡県 岡崎市 岐阜市 西尾市 東郷町     

Ｒ３ 杉並区      Ｒ３ 長野市 那覇市 八戸市 葛飾区 飛騨市 瀬戸市 日進市 長久手市  

Ｒ４ 中野区      Ｒ４ 滋賀県 幸田町 おいらせ町 豊田市 知立市     

計 ２５自治体 計 ５２自治体 

※年度は施行日で区分 

 

【賃金型：工事
．．

の適用範囲】                【賃金型：委託
．．

の適用範囲】         【賃金型：指定管理
．．．．

の適用範囲】 

対象金額 数 自治体 （網掛け＝同規模自治体）  対象金額 数 自治体  対象金額 数 自治体 

６億円以上 １ 川崎市  9,000 万円以上 １ 足立区  すべての指定管理 ９ 野田市、川崎市、相模原市、 

１億 8,000 万円以上 ２ 足立区、中野区  2,000 万円以上 ２ 千代田区、世田谷区    厚木市、千代田区、高知市、 

１億 5,000 万円以上 ３ 草加市、高知市、豊橋市  1,000 万円以上 19 (↑ 記載以外の市 ↓)    新宿区、杉並区、中野区 

１億円以上 ７ 渋谷区、相模原市、厚木市、千代田区、  500 万円以上 ２ 相模原市、高知市  2,000 万円以上 １ 世田谷区 

  加東市、日野市、豊川市  対象にしない １ 日野市  1,000 万円以上 ８ 国分寺市、直方市、三木市、 

9,000 万円以上 １ 国分寺市  5 25     加西市、豊橋市、越谷市、 

5,000 万円以上 ８ 多摩市、直方市、三木市、我孫子市、    ※上記金額以上で「規則で定めるもの」を対象    豊川市、草加市 

  河西市、越谷市、目黒区、杉並区  としているところが大半  規則で定める施設 ２ 足立区、加東市 

4,000 万円以上 １ 野田市  庁舎清掃、警備、受付案内、電話交換、  市長が必要と認めた ４ 多摩市、渋谷区、我孫子市、 

3,000 万円以上 １ 世田谷区    施設管理など、人件費中心の業務が多い。  施設  目黒区 

2,000 万円以上 １ 新宿区      対象にしない １ 日野市 

計 25       計 25  

資料１ 


